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第１０期第３回法制問題小委員会における権利制限の一般規定に関する主な議論の概要 
 
【全般】 

・ Ａ～Ｃ類型の枠内の表現がそのまま条文の文言になるものでないことには留意を

する必要がある。 

・ 中間まとめ（素案）では、Ａ類型とＢ・Ｃ類型とを分けてまとめているが、並列的

にまとめてもよいのではないか。 

・ 最終的なとりまとめを行うまでに、意見募集や、企業における著作物の利用実態の

聴取を再度行うなどして、権利制限の一般規定の真の必要性を把握した上で、検討

するべきである。 

・ 経済法など他法においても、一般規定が設けられ、刑罰規定の適用もあることから、

明確性の原則との関係については、ある程度柔軟に解しても良いのではないか。 
 
【Ａ類型について】 
（いわゆる「写し込み」について） 

・ 付随性や軽微性についてメルクマールが不明確である以上、写し込みがＡ類型に該

当しうるという記載は削除すべきではないか。利用者から見て明確な基準を読み取

れる程度の規定にならないとすると、写し込みの場合、萎縮効果の解消という効果

は結局望めないのではないか。 

・ 写し込みがＡ類型に該当する根拠についての明確なコンセンサスがない状況で、ま

た、非営利性を要件としない中で、写り込みがＡ類型に該当しうるという記載を敢

えて残す必要はないのではないか。 

・ Ａ類型の表現の明確性が問題なのであるとすると、写し込みがＡ類型に該当しうる

という記載を削除したところで、問題点の解決にはならないのではないか。 

・ 「具体的な事案によっては」と留保をつけているのであり、写し込みがＡ類型に該

当しうるという記載を削除する必要はないのではないか。 

 

【Ｂ類型について】 
（必要性について） 

・ 黙示的許諾の法理や個別権利制限規定の解釈で解決ができるのであり、一般規定の

対象と位置づける必要はないのではないか。 

・ 明確性の原則という観点からＢ類型を考えると、Ａ類型以上に問題になるのではな

いか。 
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・ 立法技術という観点からは、Ｂ類型を法律で定め、具体的な適用場面を政令に委任

するという方法が考えられるのではないか。 

・ 個別権利制限規定や政令で拾いきれないものをどう拾うかというのが一般規定の

意義である。 

・ 法律で漠然と定め、政令に委任する場合、一々閣議決定で政令を定めない限り違法

と解されてしまうのは問題ではないか。 

・ 黙示的許諾の法理や個別権利制限規定の解釈で解決するよりも、根拠規定を置く方

が、より明確である。 

・ Ｂ類型を一般規定の対象とすることにより、萎縮効果が解消されるというメリット

があるのではないか。 

（対象範囲について） 

・ 既に許諾を受けた利用を達成する過程における利用に加え、これから許諾を得よう

とする場合における利用もＢ類型に含まれると考えるべきではないか。ただし、許

諾が得られなかった場合の廃棄義務等を検討する必要がある。 
・ 「適法な利用」には、支分権に該当しない利用行為も考えられるのではないか。例

えば、特定少数者への送信は支分権に該当しないが、そのための複製はＢ類型で読

み込めるのではないか。 
・ Ｂ類型の趣旨を考えるにあたっては、放送事業者等による一時的固定を定める４４

条１項（「放送事業者は、第２３条第１項に規定する権利を害することなく放送す

ることができる著作物を、自己の放送のために、自己の手段又は当該著作物を同じ

く放送することができる他の放送事業者の手段により、一時的に録音し、又は録画

することができる。」）が参考になるのではないか。 
・ 素案に挙げられた例を見ると、いずれも「不可避的」とはいえないのではないか。

「不可避的」は表現として厳格すぎるのではないか。 
 

【Ｃ類型について】 

・ 素案の表現（「著作物を知覚するための利用とは評価されない利用（著作物の本来

の利用とは評価されない利用）」）では、本来の利用と評価されない利用とは一体

何か明らかでない。具体的な想定事例を踏まえたメルクマールやおおよその適用範

囲を具体的に検討すべきである。例えば「研究開発目的でその目的である機器等の

政令で定めているものの検証するため、必要な限度で他人の著作物を利用する場合

であって、著作物の本来の利用とは評価されない利用」といった方法が現実的な在

り方ではないか。 

・ 政令で全て拾い切ることは難しく、現実的ではないのではないか。 

・ 質的意味における軽微性と、研究開発等の目的の公益性等とを組み合わせることに

より、適切な範囲が画されるのではないか。 
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・ 素案の表現の括弧の外（「著作物を知覚するための利用とは評価されない利用」）

と括弧の中（「著作物の本来の利用とは評価されない利用」）とは意味が異なるの

ではないか。例えば、裁判の証拠として著作物を利用する場合、著作物の知覚はあ

るが本来的な利用ではないのではないか。知覚するための利用であっても権利制限

の対象とすべき場合もあるのではないか。 

・ 著作物の価値を享受する（＝enjoyment）行為でなければ、本来的な利用ではない

のであり、著作物の知覚があってもＣ類型に該当すると考えるべきではないか。 

・ 本来的な利用か否かを基準とすると、対象が広がり過ぎる可能性があるのではない

か。Ｃ類型は、ネット社会においてネットワーク上で生じる思わぬ複製等を救うと

ころにあり、検索エンジン等、近時の改正を包括するようなものとして捉えるべき

であり、それをどう条文化していくかという問題ではないか。 

・ 素案に挙げられた例（「映画や音楽の再生に関する技術の開発や、当該技術の検証

のために必要な限度で行われる映画や音楽の視聴」）では、利用者は著作物の音色

等の内容を利用しているが、それが「本来的な利用」ではないと言い切れるのか、

という問題がある。また、このような例をＣ類型の対象とするのであれば、企業に

おける著作物の利用実態を十分聴取するなどし、真の必要性はどこにあるのかとい

う点を十分検討しておくべきではないか。 

 
【要件について】 

・ 追加の要件として、「著作物の種類、用途、利用の態様等に照らし社会通念上著作

権者の利益を不当に害しない利用であること」といった類のものを入れておいた方

がよいのではないか。明確性の原則との関係が問題となろうが、既に現行法にある

表現であり、問題はないのではないか。 

・ 著作物が広く利用されるという観点から、Ａ～Ｃ類型の要件は緩く解釈してもよい

と思うが、根本としては、著作権者の利益を不当に害してはならないのであり、そ

こを明確にするためにも、上記追加要件を正面に出した方がよいのではないか。 

・ 条文化した場合にＡ～Ｃ類型が明確に表現されているのであれば、上記追加要件は

不要となるとも考えられ、上記追加要件は一種の安全弁的なものと考えればよいの

ではないか。 

 

【パロディとしての利用について】 

・ 現実問題としてパロディに関する個別権利制限規定を作るのは困難ではないか。権

利制限の一般規定を条文化するに当たり、パロディを除外する旨を明記しないので

あれば、判例によりパロディが（一般規定による）権利制限の対象となることもあ

りうるのではないか。 

・ 一部のパロディがＡ～Ｃ類型に入ることが理論的にないとは断言できないものの、

パロディに対応することを想定してＡ～Ｃ類型を表現しているものではない以上、

パロディはＡ～Ｃ類型では拾えないのではないか。 
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・ Ｃ類型は、米国著作権法上の判例法理であるトランスフォーマティブ・ユースを前

提にしていると考えられ、そうであれば、パロディによっては、Ｃ類型の射程に入

ってくるのではないか。 

・ 典型的なパロディは、著作物の鑑賞価値を利用していると考えられるのであり、Ｃ

類型には該当しないのではないか。 

・ パロディについては、表現の自由や人格権の問題等大変難しい論点があり、別に検

討すべきだという方向性はかなり明確に出されているのではないか。 

 
【公益目的にかんがみ権利制限が求められていると考えられる利用について】 

・ 公益などの特定の目的のある利用については、今後の個別権利制限規定の見直しに

当たって、既存の個別権利制限規定の構成要件を抽象化する方向で、英国等のフェ

アディーリング型のような規定の導入も視野に入れて検討するべきではないか。 


